
（平成２５年１月１７日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認広島地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 6 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 5 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 6 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 2 件



広島国民年金 事案 1439 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年 10 月から同年 12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年 10月から同年 12月まで 

私は、昭和 48年８月に会社を退職後、Ａ町（現在は、Ｂ町）役場の窓口

で国民年金の加入手続をし、申立期間の国民年金保険料を現金で納付した。

その後は、３か月ごとに町内会の集金を通じて保険料を納付していたにもか

かわらず、申立期間が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は３か月と短期間であり、申立人は、国民年金に加入後は、厚生年

金保険から国民年金への切替手続及び免除申請手続を適正に行っており、申立

期間を除き未納期間は存在しない上、追納を４回にわたり行っていること等か

ら、申立人の国民年金保険料の納付意識は高かったものと認められる。 

また、申立人が所持する年金手帳に記載された発行日及び国民年金受付処理

簿における申立人の前後の任意加入被保険者の資格取得日から、申立人の国民

年金手帳記号番号は昭和 48年 10月頃に払い出され、この頃に申立人の国民年

金に係る加入手続が行われたものと推認でき、この時点で、申立期間の国民年

金保険料は現年度保険料として納付することが可能である。 

さらに、申立人は、申立期間後の国民年金保険料については、３か月ごとに

町内会の集金を通じて納付したとしているところ、Ａ町の申立人に係る国民年

金被保険者名簿では、昭和 49年１月から同年３月までの保険料を同年３月に、

その後も３か月分の保険料を３か月ごとに納付していることが確認できるこ

とから、申立人の主張に不自然さは無く、48年 10月頃に加入手続を行いなが

ら、申立期間の保険料のみが未納のままとなっていることは不自然である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



広島厚生年金 事案 2758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ工場における資格喪失日に係

る記録を昭和 44 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を４万 8,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 44年１月１日から同年４月１日まで 

私は、昭和 44年１月にＡ社Ｂ工場から同社の関連会社であるＣ社に転勤

したが、申立期間も継続して勤務していたので、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された申立人に係る人事記録等から判断すると、申立人が同社

及び関連会社のＣ社に継続して勤務し（昭和 44 年１月１日にＡ社Ｂ工場から

Ｃ社に異動）、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

なお、社会保険事務所（当時）の記録によれば、Ｃ社が厚生年金保険の適

用事業所となったのは昭和 44 年４月１日であり、申立期間は適用事業所とな

っていないところ、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所になっていない事業所

への異動における厚生年金保険の取扱いについて、転勤前の事業所の厚生年金

保険の被保険者資格を継続する取扱いであったと供述していることから、同社

Ｂ工場における資格喪失日を同年４月１日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ工場における

昭和 43年 12月の社会保険事務所の記録から、４万 8,000円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について



は、Ａ社から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届確認通知書

により、事業主が昭和 44 年１月１日を資格喪失日として届け、その結果、社

会保険事務所は、申立人に係る同年１月から同年３月までの保険料について納

入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立人の申立期間に係る保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 39年６月１日に訂正し、申立期間①の標準報酬月額を２万 6,000円

とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人の申立期間①に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 昭和 39年６月１日から同年８月１日まで 

② 昭和 44年１月 29日から同年２月１日まで 

私は、昭和 34年２月にＢ社に入社し、その後、同社及び同社の関連会社

に 44年１月 31日まで継続して勤務した。 

しかし、Ｃ社からＡ社に異動した際の昭和 39 年６月１日から同年８月１

日までの厚生年金保険の加入記録が無い。また、Ｄ社に 44年１月 31日まで

勤務したにもかかわらず、同社における厚生年金保険の資格喪失日が同年１

月 29日となっているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①について、申立人に係る雇用保険の被保険者記録及びＢ社から

提出された人事資料等から判断すると、申立人が同社の関連会社に継続して

勤務し（昭和 39年６月１日にＣ社からＡ社に異動）、申立期間①に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

  また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

39 年８月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000 円とすること

が妥当である。 

  なお、申立人の申立期間①に係る保険料の事業主による納付義務の履行に

ついては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、

明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に



対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情は

見当たらないことから、行ったとは認められない。 

２ 申立期間②における申立人のＤ社での勤務について、厚生年金保険法にお

いて、被保険者は、事業所に使用されなくなった日等の翌日に同資格を喪失

するとされているところ、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿及

びオンライン記録によると、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日は昭

和 44年１月 29日と記録されている一方で、雇用保険の被保険者記録におけ

る申立人の同社の離職日は同年１月 31日となっている。 

また、昭和 43年及び 44年にＤ社において厚生年金保険被保険者資格を喪

失している同僚 10 人のうち、雇用保険の被保険者記録が確認できる８人に

ついて、その厚生年金保険被保険者資格喪失日（以下｢資格喪失日｣という。）

及び雇用保険被保険者記録における離職日（以下｢雇用保険離職日｣という。）

を見ると、資格喪失日が雇用保険離職日の翌日となっている者が２人である

一方で、資格喪失日と雇用保険離職日が同日となっている者が３人であり、

ほかに、資格喪失日が雇用保険離職日の前日となっている者、資格喪失日と

雇用保険離職日が数日を超えて離れている者も確認でき、上記記録から、申

立人のＤ社における退職日を推認することができない。 

さらに、申立期間②に係る申立人の厚生年金保険料の控除について、申立

人は、自身が昭和 44 年１月分と記憶する給与明細書を所持しているが、同

明細書には、給与の支給元、対象年月、支給・控除項目等に係る表示が無い。

当該明細書について検証すると、総支給額や社会保険料控除額等に当たると

推認される金額からは、同明細書が 43、44 年頃のものであることが推定さ

れるものの、住民税に当たると推認される項目の金額について見ると、申立

人が所持する「昭和 43 年度市民税・府民税特別徴収税額の納税者への通知

書」における｢月割額｣の｢６月分｣の金額に一致する金額となっており、｢７

月以降各月分｣の金額とは異なっていることから、同明細書は、43 年６月分

の給与明細書と考えるのが自然であり、44 年１月分のものと推認すること

はできない。 

加えて、Ｄ社を承継しているＢ社及び上記同僚に対する照会等によっても、

申立期間②における申立人のＤ社での勤務及び厚生年金保険料控除につい

て推認できるような回答は得られなかった。 

このほか、申立人が申立期間②に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 



広島厚生年金 事案 2762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

平成 17年７月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 22万円とすること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 56年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 17年７月 21日から同年８月１日まで 

私は、平成 17年３月にＡ社の関連会社であるＢ社に入社し、24年４月に

退職するまでＡ社及びその関連会社で継続して勤務していた。 

しかし、申立期間は、Ａ社で勤務していたにもかかわらず、厚生年金保険

の加入記録が無いので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録、Ｂ社及びＡ社から提出された賃金台帳並

びにＢ社の回答等から判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に継続し

て勤務し（平成 17年７月 21日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間の厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、賃金台帳において確認できる報

酬月額及び厚生年金保険料控除額から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認および標準報酬決

定通知書により、事業主が平成 17 年８月１日を資格取得日として届け出たこ

とが確認できることから、その結果、社会保険事務所（当時）は申立人に係る

同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に

係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2763 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 49年１月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14万 2,000円とする

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 48年 12月 31日から 49年１月１日まで 

    私の夫は、昭和 44 年７月から平成５年１月までＡ社及び同社のグループ

会社に継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記

録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された人事資料、同社からの回答及び雇用保険の加入記録から

判断すると、申立人が同社及び同社のグループ会社に継続して勤務し（昭和

49年１月１日にＡ社からＢ社に異動）、申立期間の厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 48

年 11月の社会保険事務所（当時）の記録から、14万 2,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は誤って記録どおりの届出をしたことを認めていることから、事業主が昭和

48 年 12 月 31 日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年 12 月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険

事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し



た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人の申立期間に係

る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



広島厚生年金 事案 2764 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 38年 11月 20日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 4,000円とす

ることが必要である。 

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 16年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： 昭和 38年 11月 20日から同年 12月１日まで 

    私は、昭和 38年６月から 39年５月までＡ社及び同社のグループ会社に継

続して勤務していたにもかかわらず、申立期間の厚生年金保険の記録が無い

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の証言等から判断すると、申立人はＡ社及び同社のグループ会社

に継続して勤務し（昭和 38年 11月 20日にＢ社からＡ社に異動）、申立期間の

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 38

年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 4,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



広島国民年金 事案 1437 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59年４月から 61年６月までの期間、同年８月から 62年５月

までの期間及び63年２月から同年12月までの期間に係る国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 昭和 59年４月から 61年６月まで 

         ② 昭和 61年８月から 62年５月まで 

         ③ 昭和 63年２月から同年 12月まで 

私は、20 歳の時、Ａ町役場で国民年金の加入手続を行ったが、その後の

国民年金保険料は父親が納付してくれていた。父親は既に死亡しており詳細

は分からないが、保険料を納付しないはずがないと思うので、申立期間①、

②及び③が未納となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出管理簿におけ

る申立人の前後の第３号被保険者の処理日等から、平成３年３月頃にＡ町で払

い出されたものと推認される上、Ａ町及びＢ市の申立人に係る国民年金被保険

者名簿等によると、申立人は昭和 63年２月 21日に初めて国民年金被保険者資

格を取得していることが確認できることから、当該払出時点では、申立期間①

及び②は未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納付することができな

い。 

また、オンライン記録によれば、申立期間①及び②は、平成 18 年９月５日

付けで未加入期間から加入期間に訂正処理されているが、当該訂正処理時点で

は、申立人は、時効により申立期間①及び②の保険料を納付することができな

い。 

   さらに、申立期間③については、申立人は、申立期間③直後の平成元年１月

から２年３月までの国民年金保険料を３年３月５日に過年度納付しているこ

とがオンライン記録により確認できることから、当該時点で納付可能であった



元年１月以降の保険料を納付する一方で、申立期間③については、時効により

保険料を納付することができなかったものと考えられる。 

加えて、申立人は、申立期間における国民年金保険料の納付に直接関与して

いない上、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の父親は既に

死亡していることから、申立期間における保険料の納付状況等について確認す

ることができない。 

このほか、オンライン記録による氏名検索によっても、申立人に対し別の国

民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる形跡は見当たらない

上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料

(家計簿、確定申告書等)は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付して

いたことを示す周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島国民年金 事案 1438 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 13 年３月の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

氏        名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 52年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 平成 13年３月 

私は、納付漏れが無いように国民年金保険料を納付してきたが、申立期間

の保険料が未納とされているので、調査してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る戸籍の附票によれば、申立人は、申立期間当時、Ａ郡Ｂ町に居

住していたことが確認できるところ、同町の申立人に係る国民年金被保険者名

簿（ＣＳＶデータ）によれば、申立期間は未納と記録されており、これはオン

ライン記録と一致している。 

また、申立人は、申立期間当時の保険料納付に関する記憶が明確ではないほ

か、申立期間は、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降であり、特に保

険料収納事務の機械化により記録管理の強化が図られていた時期であること

を踏まえると、納付記録が欠落する可能性は極めて低いものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立人が申立期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



広島国民年金 事案 1440 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 62 年８月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 42年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 62年８月から平成３年３月まで 

私は、20歳の誕生日の頃から国民年金保険料の納付書が届くようになり、

毎月、郵便局で納付した記憶があるが、申立期間が未加入となっているので、

調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、申立人の前後の同手帳記号番号の第３号

被保険者の処理年月日等から、平成６年 10 月頃にＡ市において払い出された

ものと推認できるとともに、Ａ市の申立人に係る国民年金被保険者名簿及び申

立人の所持する年金手帳により、申立人が同年４月１日に初めて国民年金被保

険者資格を取得していることが確認でき、オンライン記録と一致していること

から、申立期間は国民年金の未加入期間であり、制度上、国民年金保険料を納

付することはできない。 

また、申立期間は、学生が国民年金の強制加入対象者となった平成３年４月

以前の期間であり、申立人が申立期間に国民年金に加入するには、市町村窓口

において任意加入の申出をすることが必要であったが、申立人は、「20歳の誕

生日の頃に国民年金保険料の納付書が届くようになったが、国民年金手帳をも

らった覚えも国民年金の加入手続を行った覚えも無い。」と説明しているなど、

任意加入の申出を行った事情はうかがえない。 

さらに、オンライン記録による氏名検索及び国民年金手帳記号番号払出簿検

索システムによる調査においても、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡は見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料（家計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうか



がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



広島国民年金 事案 1441 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57年３月から 62年３月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 36年生 

住        所 ：           

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： 昭和 57年３月から 62年３月まで 

私は、申立期間において、毎年、国民年金保険料の免除申請手続を行って

いたが、年金事務所の記録では、申立期間の保険料は未納と記録されている

ので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金手帳記号番号は、国民年金手帳記号番号払出簿及びオンラ

イン記録における申立人の前後の被保険者の記録から、昭和 62 年８月頃に払

い出されたと推認され、この頃加入手続が行われ、20 歳到達時に遡って国民

年金被保険者資格を取得したと考えられるところ、保険料免除の申請手続は、

制度上、申立期間まで遡及して行うことはできない。 

また、申立人は、上記資格取得日（20 歳到達時）から申立期間を含め現在

に至るまでＡ市に居住していることから、同市が申立人に対して複数の国民年

金手帳記号番号を払い出したとは考え難い上、オンライン記録による氏名検索

によっても、申立人に別の手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたことを示す関

連資料は無く、ほかに申立期間の国民年金保険料が免除されていたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を免除されていたものと認めること

はできない。 



広島厚生年金 事案 2760 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年  月 日 ： 昭和 39年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立  期 間 ： ① 平成 11年１月４日から同年９月１日まで 

             ② 平成 15年 12月８日から 16年１月１日まで 

    私は、平成 11年１月４日から 15 年 12月末日までＡ社に勤務していたに

もかかわらず、厚生年金保険の被保険者記録が 11 年９月１日から 15 年 12

月８日までしか無いことに納得できない。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、申立事業所の同僚の供述等から、申立人は、期間の

特定はできないものの、申立事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかしながら、申立事業所は既に廃業し、当時の代表取締役も死亡してお

り、そのほかの当時の取締役に文書照会をしても回答が得られないことから、

申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができ

ない。 

また、当時の複数の同僚の申立事業所における厚生年金保険被保険者資格

取得日が、当該同僚が記憶する入社時期より相当期間遅れていることから、

申立事業所は、従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入させる取扱いでは

なかったことがうかがえる。 

さらに、申立人及び当時の複数の同僚の供述によると、申立事業所では給

与明細書を交付していなかったとしていることから、申立人は、厚生年金保

険料が控除されていたか不明であるとしており、同僚からも申立人が申立期

間①において保険料を控除されていたことをうかがわせる供述を得ること

ができない。 

  ２ 申立期間②について、申立人の申立事業所に係る雇用保険記録における離

職日は平成 15 年 12 月 10 日となっている上、申立事業所退職後の申立人に



係る雇用保険の失業給付記録から、申立人は、同年 12月 15日に求職申込み

をしていることが確認できることを踏まえると、申立人が申立期間②におい

て申立事業所に勤務していたとは考え難い。 

    また、申立事業所は、平成 15年 12月８日に厚生年金保険の適用事業所で

はなくなっている。 

さらに、上述のとおり、申立事業所は既に廃業していること等から、申立

期間②における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認

することができない。 

３ このほか、申立人が申立期間①及び②に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見

当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



広島厚生年金 事案 2761 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険の被保険者であったと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏        名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年  月 日 ： 昭和 42年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立  期 間 ： ① 平成 13年 11月 20日から同年 12月１日まで 

         ② 平成 19年３月 29日から同年４月１日まで 

私は、平成 13年 11 月 20日からＡ事業所に勤務したが、申立期間①の厚

生年金保険の記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

また、平成 19 年３月末までＢ社に勤務したが、申立期間②の厚生年金保

険の記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立期間①については、申立人に係る雇用保険の加入記録、申立人から提

出された辞令書及び給与明細書並びにＡ事業所からの回答等により、申立人

は、同事業所に勤務していたものの、当該期間に係る平成 13年 11月の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていなかったことが確認でき

る。 

また、Ａ事業所から提出された健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確

認および標準報酬決定通知書において、申立人の資格取得日は平成 13年 12

月１日と記載されていることが確認でき、これはオンライン記録と一致して

いる。 

このほか、申立人が申立期間①において事業主により給与から厚生年金保

険料を控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当た

らない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を



事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  ２ 申立期間②については、申立人から提出された給与支給明細書等により、

申立人が厚生年金保険料の科目で、当該期間に係る平成 19 年３月の保険料

に当たる金額を事業主により給与から控除されていることが確認できる。 

    しかしながら、Ｂ社は、「申立人の離職日は平成 19年３月 28日であり、

そのように事務処理を行った。」と回答しており、同社から提出された出勤

簿により、申立人は同年３月 29 日以降の勤務実績が無いことが確認できる

上、同社から提出された社員名簿における退社日及び申立人に係る給与支払

報告書（個人明細書）における退職年月日は、いずれも同年３月 28 日と記

載されている。 

また、申立人に係るＢ社の健康保険厚生年金保険被保険者資格喪失届にお

いて、申立人の資格喪失日は平成 19年３月 29日、同届の備考欄には「３/28

退職」と記載されていることが確認でき、これはオンライン記録と一致して

いる。 

なお、厚生年金保険法第 14条及び第 19条によると、事業所を退職した日

の翌日を厚生年金保険被保険者の資格喪失日とし、被保険者期間を計算する

場合には、この資格喪失日の前月までを被保険者期間に算入すると規定され

ている。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務実態について確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

    これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②において厚生年金保険被保険者であったと認めること

はできない。 

 

 




